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日本のエネルギーバランス・フロー
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エネルギー白書2023より https://www.enecho.meti.go.jp/about/whitepaper/2023/pdf/

(×1015 J)
電力事業者

   899+2,400=3,300

運輸旅客
1,498+1,195=2,700

製造業
7,797-2,400-2,598+α=3,000



炭素に関係する産業
2

鉄鋼産業
2Fe2O3（鉄鉱石）+3C→4Fe（鉄）+3CO2

還元剤としてC（コークス）を利用
セメント産業

CaCO3（石灰石）→ CaO+CO2
化学産業

製紙産業
(C6H10O5)n（セルロース）→紙

ナフサ



2050年CN社会実現のために
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未来社会構築
(Grand design)
システム計算
（Simulation)

これを成立
させる

プロセス開発
制度制定

システム構想

新技術
（ラボベース）

物質収支 反応熱収支

品質 コスト(競争力)

社会実装

環境負荷

法令整備 制度整備

教育 社会受容性

雇用

[2] 社会構造・産業構造の変革も含めた未来社会をデザインする
これまで誰も考えなかった（無理だと思って
いた）プロセスの開発に挑戦する必要あり。
これが差別化、競争力の源泉になる。

化学産業の創成期 * のように
化学会社＋セメント会社＋鉄鋼・・・
大学
エンジニアリング会社

が力を合わせて挑戦できる仕掛けが必要

1940 1960 1980 2000 2020 2030

経済的な豊かさの追求 経済と環境の両立

化石資源からの大量生産

心の豊かさの追求

循環型社会

持続可能な社会

[1] Efficiencyから人と社会のSufficiencyへ https://www.scej.org/sapporo/indexSD.html

地域、コミュニティが動くことが
カーボンニュートラル推進にとって大切



カーボンニュートラル施策
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現在
化石資源社会

2030年
炭素循環社会のはじまり

ファシリテーター

2050年
CN＆炭素循環社会の到来

化石燃料からの脱却→脱炭素

 エネルギー  3R
（リデュース・リユース・リサイクル）

循環型社会形成推進基本法

人工物の飽和→循環社会へ移行可能

1900 2000 2100

人工物の蓄積量

総生産速度

廃棄人工物からの
生産速度

地下資源からの
生産速度

年

生
産
速
度
と
蓄
積
量

＋森林、CO2
水力

太陽光 地熱
風力
原子力

水素・アンモニア

Liイオン電池

燃料電池

生物電池



化学工学会地域連携カーボンニュートラル推進委員会
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会長
理事会

戦略企画会議 地域連携カーボンニュートラル推進委員会

戦略推進センター ビジョン推進委員会

SDGs委員会

CCUS検討委員会

部会

支部

エネルギー部会

環境部会

分離プロセス部会

熱工学部会

北海道支部

オール化学工学会で取り組む

2021年3月 年会にてビジョンシンポジウム
• 脱炭素社会に向けた国内外の情勢
• CO2 の回収・資源転換による炭素循環
• パネル討論 循環の視点から考える地域の未来
• 社会実装に向けた国内外の動向

 産学官連携による議論
 日本全体のグランドデザイン・リスク検討

炭素自立ビジョンの公表・更新、および提言
 社会実装に向けた地域での取り組み
 年2回の一般公開シンポジウム

中国・四国支部



化石燃料からの脱却→脱炭素が達成されると・・・
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原油

石炭

石油精製
ガソリン
ナフサ
灯油
軽油
重油他

ナフサ分解

輸入ナフサ

エチレン
プロピレン
ブタジエン
ベンゼン
トルエン
キシレン
・・・基礎製品

プラスチック
合成繊維材料
合成ゴム
塗料原料・溶剤
洗剤原料

誘導品

プラスチック工業
繊維工業
ゴム工業
・・・

各種製品
LNG発電

なくなる！

なくなる！

化石燃料からの脱却→脱炭素
が達成されると・・・なくさなけれ

ばいけない！

なくさなければ
いけない！



カーボンニュートラル化学産業

水素・アンモニア

木質バイオマス
農・畜産業系  
バイオマス

油化
ガス化

水素

エチレン
プロピレン
ブタジエン
ベンゼン
トルエン
キシレン
・・・基礎製品

プラスチック
合成繊維材料
合成ゴム
塗料原料・溶剤
洗剤原料

誘導品

プラスチック工業
繊維工業
ゴム工業
・・・

各種製品再生可能エネルギー 発電

C, H, O

C, H, O 廃プラスチック 

CO2 (CCUS) C, O

7

回収不可
な製品
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繊維
選別

回収
プラス
チック

CO2

炭素材料（プラ・ゴム・繊維・溶媒）リサイクル

CCU, CCS, 
大気へ放散

回収
ゴム

回収
繊維

回収
溶媒

プラス
チック
選別 ガス化

ゴム

選別

クラッキ
ング

リフォー
ミング

メタノー
ル合成

MTO

プラス
チック, 
ゴム製造

アロマ等
製造

焼却

焼却

焼却

焼却

溶媒
選別

モノマー
化

油化

MR

溶媒
精製

繊維
製造

合成
ガス

プラス
チック

分解
油

オレフ
ィン

BTX アロマ
等

ゴム

繊維

溶媒

(20%)

(20%)

(20%)

(40%)

(10%)

揮発性有機
化合物

(35%)

(15%)

(50%)

副生物
(燃料)

燃焼

(80%)

(50%)(80%)

副生
ナフサ

ナフサ
クラッカー、
芳香族製造
プロセス

へ

メタノール

濃度 93.5％
回収率  95％



糖化
発酵

木質
バイオマス

合成
ガス

メタノー
ル

製造

チャー

CO2

ガス
化

メタ
ノール

残渣 焼却

MTO
/MTA

副生
ナフサ

残渣
エタ
ノール

脱水

バイオ
リファイナリ

(50%)

(50%)
焼却

エチレン

化学
産業
へ

化学
産業
へ

CCU, CCS, 
大気へ放散

リグニ
ン等

焼却

オレフィ
ン/アロマ

焼却

化学
産業
へ

燃料・
潤滑油
へ

黒液 焼却

森林と
木材利
用から

紙・板紙
産業から

濃度 99％
回収率100％

濃度 93.5％
回収率  95％

濃度 18.6％
回収率  90％

9



炭素自立ビジョン
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鉄鋼

セメント

プラスチック
等

製品製造

化石・
鉱物資源

プラ等再資源
化プロセス

Jet, 軽油, 
潤滑油

紙・パルプ

CO2分離・回収

バイオマス発電

バイオ
リファイナリ

黒液

古紙

化学品
利用

紙・板紙利
用

固定排出源

燃料・潤滑
油利用

移動排出源

CO2変換
プロセス

散逸
CO2

大気

Direct
Air

Capture

散逸
CO2

散逸
CO2

木質
バイオマス

輸入

建築廃材

国内森林等

木造建築

1,455

27

72

110

284

428

46347

64

69

24

25
30

570
(170)

(1,465)

191

92435

99

916

764

1,147

94

4,164

40

54

プラ
ゴム
合成繊維
溶剤

815
122

46
161

紙・板紙 766

年間蓄積2,000

250

456

1,418

900

その他廃棄物

炭素貯留

H2

4,258

585

137

900

廃食油

869 15

834

エネルギー量（PJ）
エネルギーフロー

炭素フロー（万t-C）

水素フロー（万t）

カーボンインディペンデンス（炭素自立）ビジョン：CO2排出削減が困難な産業の循環経済への変革
Carbon Independence Vision: Circular Transformation from Hard-to-Abate Industries

大気の炭素蓄積量
＝X+Y-A-(U+S)

0の場合にネットゼロ

X

Y

A

SU

森林等吸収
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名称 項目
炭素量 必要E

（万t-C） （PJ）

プラスチック等

再資源化対象物質

投入量 869
必要E 138

創出E 69

生産物（オレフィン・芳香族） 284
プロセス由来CO2 （回収対象） 136
燃焼後CO2 回収対象 404
CO2 大気放出 66

バイオマス

投入量 435
必要E 67

創出E 30

生産物（オレフィン・芳香族） 99
プロセス由来CO2 （回収対象） 170
燃焼後CO2 （回収対象） 245
CO2 大気放出 32

CO2

投入量 877
必要E1,133

( 内水素製

造 834)

必要水素量 438
生産物（オレフィン・芳香族） 614
燃焼後CO2 （回収対象） 88
CO2 大気放出 9

副生ナフサ

投入量 214
必要E 70

創出E 15
生産物（オレフィン・芳香族） 150
燃焼後CO2（ 回収対象） 64
CO2 大気放出 6

CCS 貯留量 137 必要E 52

大気放出
化学 113
（HTA産業全体） 4,258



「地域の産業連携によるCO2フリー社会実践プロジェクト」
フレームワーク～山口県周南地区をケーススタディーとして～

12

目的
「社会課題解決に向けての政策提言と社会実装」
地域産業連携および地域コミュニティー連携によるCO2削減を目指すプランを策定し、
社会実践を行う

目標
2035年までにCO2排出量を50％削減し、2050年にはカーボンニュートラル、その先には
カーボンネガティブとするグランドデザインを作成し実践

 

従来の石油化学コンビナート
の連携プロジェクト

コンビナートの競争力強化

石油化学コンビナートの
原料・廃棄物の有効利用による

（鹿島ルネッサンス，RING等）

地域連携によるCO2フリー
社会実践プロジェクト

地域全体での物質循環を
考えた全体プロセス検証

CO2削減
環境調和

エネルギー脱炭素
炭素循環

化学工学会の知見、
イノベーション力

地域の産業間連携
・一次産業
・二次産業
・三次産業

石油化学関連企業連携

全工程からの廃熱の
カスケード利用 自動化・AI



周南コンビナート脱炭素推進協議会
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2

日本ゼオン

出光興産

三井化学

トクヤマ

トクヤマ

日鉄ステンレス

東ソー

昭和電工

ＪＲ徳山駅

東ソー

徳山積水工業

出光興産

日本精蝋

黒髪島

大津島

粭島

太華山

仙島

蛇島

日本化学工業

2

 自家発電が石炭火力
 苛性ソーダを軸とする無機化学とオレフィン系の有機化学が融合

 石油化学・ソーダ・セメント・ゴム・鉄鋼などの多彩な素材型産
業が集積

 副生水素がある

工学的なモデル
地域産業政策的なモデル
連携体制構築のモデル
として確立
→日本、そして世界に展開

構成員

出光興産、東ソー、トクヤマ、

日鉄ステンレス（現 日本製鉄）、日本ゼオン、

化学工学会、周南市

周南コンビナートのカーボンニュートラル化実現
による地域活性化と次世代産業創出



炭素自立実現に向けた課題と論点

 地域（空間的）ギャップ
供給源と生産場所の不一致
→どの形でどのように運搬するか

 供給ポテンシャル
廃棄物 静脈産業と動脈産業の連携
森林バイオマス 木の成長速度に鑑みた伐採・植林
CO2 ばく大なエネルギーと水素

 経済的他ギャップ
社会システム全体としての総コストの観点から設計
XRL（T, B, G, S, H）の視点からの解析

15
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北海道における炭素循環およびエネルギー循環
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製紙工場（クラフトパルプ生産）

製紙工場（パルプ生産なし）

化学産業

木材輸送

アルコール等輸送

都市部（廃棄物）

製材所

畜産地区

農業地区

製紙工場A
化学産業

製紙工場D

製紙工場C

製紙工場B

物質
60万-t

輸送
0.05万-t 
（ローリー）

174万t-C
プラスチック 1 万t-C
有機溶剤 1 万t-C
エタノール 26 万t-C
メタノール 139 万t-C
分解油 6 万t-C
メタン 61万t-C

電気・熱

輸送
0.06 PJ

（フェリー）

プロセス
15 PJ

電気 115 PJ

再エネ + メタン
4,180 PJ+33 PJ

他産業および域外へ

電気

輸送
0.007 PJ

（貨物）

化学産業

H2

メタノール

0.1万t-C

対象とする炭素源
廃プラスチック 4万 t-C
木質バイオマス 91万 t-C
畜産バイオマス 95万 t-C
農業残渣 8万 t-C

・再エネポテンシャルが高い
・国内屈指の一次産業
→炭素源としてバイオマスが豊か

・製紙、自動車部品、石油精製/備蓄、製鉄、セメントに加え、近年は半導体、データ
センターの誘致が進む

・国内有数の貨物取扱量を誇る港湾と空の玄関新千歳空港のダブルポートを有する
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使用済みプラスチック資源化
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粉砕 油化溶解 ガス化

マテリアル
リサイクル

複合・多品種

対
象
プ
ラ

洗浄・選別

設備投資

エネルギー消費 大

大

小

小

プラスチック分解度 高低

PETボトル

ボトルキャップ

容器リサイクル法
ベール

未分別

ペレット化

油化

ガス化

ナフサ
クラッカー

水素化
処理

再成型 再
生
プ
ラ
品
質MTOメタノール

合成

プラ原料
（芳香族等）

プラ原料
（オレフィン）

成型プラ

良

カスケード利用
＋セメント産業
＋鉄鋼産業

排出源が分散しており、産業立地や居住人口に強く関係

高度ソーティング技術
プラスチック回収フローの可視化による原料活用率の向上
利益還元システムを構築し、商用化に向けた事業モデル
リサイクルコストを製品価格に転嫁できるバリューチェーン



木質バイオマス
20

適切な伐採と植林で日本
の森林資源を守り、
林業・製材業
化学産業
都市
廃棄物リサイクル
をつなげて、
新しい産業構造を！

林業・製材業・建設業および製紙業、運搬方法に強く関係
林業

紙・パルプ

製材所

バイオマス化学

化学品工場

バイオ
アルコール改質リグニン

再生プラスチック

アロマ（BTX）

国内林業の生産性向上と省力化

林業、木造建築、化学産業などの産業間連携
製品の付加価値の可視化、適正価格で取引される市場の醸成
海外市場の獲得

カスケード利用



二酸化炭素
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繊維
選別

回収
プラス
チック

CO2

炭素材料（プラ・ゴム・繊維・溶媒）リサイクル

CCU, CCS, 
大気へ放散

回収
ゴム

回収
繊維

回収
溶媒

プラス
チック
選別 ガス化

ゴム

選別

クラッキ
ング

リフォー
ミング

メタノー
ル合成

MTO

プラス
チック, 
ゴム製造

アロマ等
製造

焼却

焼却

焼却

焼却

溶媒
選別

モノマー
化

油化

MR

溶媒
精製

繊維
製造

合成
ガス

プラス
チック

分解
油

オレフ
ィン

BTX アロマ
等

ゴム

繊維

溶媒

(20%)

(20%)

(20%)

(40%)

(10%)

揮発性有機
化合物

(35%)

(15%)

(50%)

副生物
(燃料)

燃焼

(80%)

(50%)(80%)

副生
ナフサ

ナフサ
クラッカー、
芳香族製造
プロセス

へ

メタノール

濃度 93.5％
回収率 95％

使用済みプラスチック等
リサイクル

バイオマス化学
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CCUレディ
→炭素循環型のサプライチェーン・バリューチェーンへの変革
CCU原料利用の水素のサプライチェーン

バイオマス発電

カーボンプライシング、有償オークションの対象業種拡大、認証
取得材の購入強化、税控除、非化石認証等の施策の導入や小売業
者との連携強化



炭素自立実現に向けた課題と論点

 地域（空間的）ギャップ
供給源と生産場所の不一致
→どの形でどのように運搬するか

 供給ポテンシャル
廃棄物 静脈産業と動脈産業の連携
森林バイオマス 木の成長速度に鑑みた伐採・植林
CO2 ばく大なエネルギーと水素

 経済的他ギャップ
社会システム全体としての総コストの観点から設計
XRL（T, B, G, S, H）の視点からの解析
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技術開発 1. PoC 2. 導入 3. 普及拡大 4. 炭素自立

廃
プ
ラ

バ
イ
オ
マ
ス

~2040 ~2050 ~2060

地域連携ソーティングセンター拠点整備
リサイクルしやすいものづくり

油化大規模 10万t-C×5か所
油化小規模 3万t-C×20か所
ガス化実証 20万t-C×1か所 CCUとの統合推進

収率改善

~2030

CCU

油化小規模導入
3万t-C×5か所

油化大規模 10万t-C×10か所
油化小規模 3万t-C×63か所
ガス化実証 20万t-C×14か所

リサイクル制度
市場形成

林業改革
木造都市導入推進

ﾊﾞｲｵﾘﾌｧｲﾅﾘ 30万t-C×3か所
分散型糖化発酵 2万t-C×10か所
ガス化実証 10万t-C×1か所

収率改善・高付加価値品開発
リグニン活用技術

ﾊﾞｲｵﾘﾌｧｲﾅﾘ 30万t-C×1か所
分散型糖化発酵 2万t-C×1か所

バイオ制度
市場形成

ﾊﾞｲｵﾘﾌｧｲﾅﾘ 30万t-C×7か所
分散型糖化発酵 2万t-C×88か所
ガス化実証 10万t-C×5か所

再エネ拡大
水電解効率改善

水電解効率改善
水素インフラ構築

輸入水素可能性

メタノール導入 40万t-C×22か所
水電解 1,320MW×22か所

15万t-C 130万t-C 570万t-C

32万t-C 120万t-C 435万t-C

10万t-C 160万t-C 876万t-C

CCUとの統合推進

メタノール実証 10万t-C×1か所
水電解 330MW×1か所

メタノール導入 40万t-C×4か所
水電解 1,320MW×4か所

炭素自立ロードマップ
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製油所や製紙工場の既存設備
を有効活用し、プラスチック
等再資源化およびバイオリ
ファイナリーの本格導入

プラスチック等再資源化の
80%リサイクルおよび木質

バイオマスからの化学原料
生産の導入目標を達成

炭素循環型のサプライチェーン・
バリューチェーンへ変革

CCUの導入を加速させ
炭素自立を完成

水素供給能力の拡大と水素インフ
ラの整備



X Readiness Levelの視点から課題抽出
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指標 説明

TRL（Technology 
Readiness Level） 必要な技術レベルの状態（原料確保、製造・変換、利用）

BRL（Business 
Readiness Level）

安定したビジネスとして成立する上での、経済性、バリューチェーンの状
態、現行ビジネスとの両立の状態

GRL（Governance 
Readiness Level） 社会実装する上での制度、規制、規則の整備の状態

SRL（Social 
Readiness Level） 社会受容性の状態および国内外での基準やトレーサビリティの確立の程度

HRL（Human 
Readiness Level）

社会実装する上での人的資源の涵養やそれを維持・発展させるための取り
組みや体制の状態



まとめ
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他国に先んじてHTA産業の炭素自立を実現することで、国際競争力を強化しつつ、
2050年のネットゼロを実現するためには、

 プラスチックなど化学品のリサイクル率の向上
 森林バイオマスを最大活用した素材の生産
 CO2の回収と利用および貯留の拡大

地域連携による必要な炭素資源を自立的に循環確保

産業間連携 産官学金連携 技術力強化

 炭素自立ロードマップを推進する組織の設立

 政策立案者による、包括的な炭素自立・炭素循環施策の策定

 炭素自立の実現主体としての産業界による、炭素自立ロードマップの実行
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